
 

 

○法政大学職務発明等に関する規程 

 

規定第９３８号 

 

第１章 総 則  

（目的） 

第１条 本規程は，法政大学（以下「大学」という。）の教職員等が行った発明等の取扱いについて規定し，

その発明者としての権利を保障するとともに，学術研究成果の社会的貢献及び学術研究の振興に資するこ

とを目的とする。  

 

（用語の定義）  

第２条 本規程において，次に掲げる用語は，次の定義によるものとする。 

（１）「発明等」とは，次に掲げるものをいう。  

ａ  特許法（昭和３４年法律第１２１号）第２条第 1項に規定する発明 

ｂ  実用新案法（同第１２３号）第２条第 1項に規定する考案 

ｃ 意匠法（同第１２５号）第２条第 1項に規定する創作 

ｄ 半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年法律第４３号）第２条第２項に規定する半導

体集積回路の回路配置 

ｅ 種苗法（平成１０年法律第８３号）第２条第２項に規定する品種の育成 

ｆ 著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第 1 項第１０の２号に規定するプログラム著作物及び

同法第２条第 1項第１０の３号に規定するデータベース著作物 

（２）「職務発明等」とは，教職員等が，その職務に関連してなした発明等をいい，教職員等が所属し，又は

所属した機関の所掌する業務の範囲に属し，かつ，当該発明等をなすに至った行為が当該教職員等の現

在又は過去の職務に属するものをいう。 

（３）「知的財産権」とは，次に掲げるものをいう。  

ａ 特許を受ける権利又は特許権 

ｂ 実用新案登録を受ける権利又は実用新案権 

ｃ 意匠登録を受ける権利又は意匠権 

ｄ 半導体集積回路の回路配置利用権の設定の登録を受ける権利又は半導体集積回路の回路配置利用権 

ｅ 種苗法に規程する品種登録を受ける権利又は育成者権 

ｆ プログラム著作物及びデータベース著作物に係る著作権 

（４）「教職員等」とは次に掲げるものをいう。 

ａ 専任教職員 

ｂ 本学の兼任教員等で，職務発明等の取扱いについての契約を交わしている者 

ｃ 本学の大学院生，学部生で，職務発明等の取扱いについての契約を交わしている者 

ｄ その他，任用にあたって職務発明等の取扱いについての契約を交わしている者 

 

（権利の帰属）  

第３条 大学は，職務発明等にあって次の各号のいずれかに該当するもの（以下「承継できる職務発明等」

という。）について，日本国内又は海外における知的財産権の全部又は一部を承継し，大学の帰属とする



 

 

ことができる。 

（１） 特定の研究課題の下に，大学から特別の研究経費を受けて行った研究の結果生じた発明等 

（２） 特定の研究課題の下に，大学により特別の研究目的のために設置された特殊な研究設備を使用して行

った研究の結果生じた発明等 

（３） 公的機関及び企業からの研究資金を得て行う研究のうち，研究契約に，帰属が大学にあるものと定め

られた発明等 

 

第２章 届出及び帰属の決定 

（届出及び受理）  

第４条 前条各号に該当する発明等をなした教職員等（以下「発明者」という。）は，別途定める発明届に次

に掲げるものを記載・添付し，速やかに所属機関長を経由して総長に届出るものとする。 

（１） 発明等の内容を詳細に記載した書類 

（２） 発明等をするに至った経緯を詳細に記載した書類 

（３） 発明等の出願（登録を含む。）（以下「出願等」という。）の緊急性及び海外出願の必要性を記載した

書類 

（４） 複数の発明者（教職員等以外の共同研究者を含む。）によりなされた発明（以下「共同発明」という。）

である場合には，当該共同発明の権利の持分割合及びその根拠を記載した書類 

２ 教職員等が前条の各号の環境下において得た成果を学術論文や学術会議で発表した後に，当該成果の全

部又は一部を職務発明等として大学に届出る場合は，特許法第３０条第１項に定める「新規性喪失の例外

の措置期間内」に届出を行うこととともに，発明届にはその旨（学術団体名，発表日及びそれを証明する

書類。）を記載・添付しなければならない。 

３ 発明者に複数の教職員等が含まれる場合には，第１項各号の書類は当該代表者（原則，発明の中心的役

割を果たした者。）が届出るものとする。 

４ 発明者は，当該発明等が，大学に帰属する職務発明等に該当しない，又は発明等の権利を国内外におい

て承継しないと総長が決定した後でなければ，発明等を日本国内外において出願し，また第三者を知的財

産権の承継人としてはならない。ただし，特許出願優先権主張等の出願期間の制約等から，緊急に出願を

必要とする場合はこの限りではない。 

５ 前項の規定により発明者が緊急出願を行ったときは，第１項に規定する発明届に出願等に関する書類を

添付して，所属機関長を経由して総長に提出しなければならない。 

 

（帰属の決定）  

第５条 総長は，前条第１項の規定による届出があったときは，第１０条に規定する発明等審査委員会に対

し，発明等に関する事項を諮問し，その答申に基づき職務発明等の該当及び大学への帰属の可否を速やか

に決定する。 

２  前項の規定にかかわらず，特許出願等に緊急性があるとき，又は発明等審査委員会が開催できず当該職

務発明等の帰属の決定が遅れるときには，発明等審査委員会に代わって研究開発センター担当理事が総長

に答申することができる。この場合，研究開発センター担当理事は事後に発明等審査委員会の承認を得る

ものとし，承認が得られない場合は当該決定を直ちに取り消すものとする。 

３ 総長は，前２項の規定によって，当該発明等に関する決定をしたときは，当該発明者及び所属機関長に

速やかに通知するものとする。 



 

 

４ 大学に帰属しないと決定された発明等については，発明者は自己又は第三者の費用と名義で当該発明等

を権利化し，また第三者に譲渡することができる。 

 

（譲渡書の提出）  

第６条 教職員等からの届出による発明等について，大学が職務発明等に該当すると決定し，かつ当該職務

発明等の権利を承継すると決定したときは，発明者は，別途定める権利譲渡書を，所属機関長を経由して

総長に提出しなければならない。 

２ 前項において，教職員等が共同で発明等を行った場合，権利譲渡書は発明者全員の連名とし，発明代表

者の所属機関長を経由して総長に提出するものとする。 

３ 教職員等が国内外の大学，研究機関又は企業と共同で発明等を行い，本学以外の共同研究機関等におい

て当該発明等の出願等が行われる場合，出願等を行う旨を，別に定める文書にて所属機関長を経由し総長

に提出するとともに，当該共同研究に関する契約書の記載に基づく教職員等の自己の持分について，権利

譲渡書によりその権利を大学に譲渡するものとする。  

 

（異議の申立）  

第７条 発明者は，第５条第１項による決定に異議があるときは，通知を受けた日から１ヶ月以内に文書に

より所属機関長を経由して総長に対し異議の申立ができる。  

２ 総長は，前項の異議申立書を受けたときは，速やかに発明等審査委員会の議を経て，再度当該発明等が

承継すべき職務発明等に該当するかの可否を決定する。  

３ 総長は，前項の決定を当該発明者及び所属機関長に通知する。 

４ 発明者は，第１項の異議申立の結果，大学が当該発明等の権利を承継すると決定した場合は，前条に規

定する権利譲渡書を大学に提出する。 

５ 異議の申立を行った発明者は，第２項の決定に対して再度の異議申立はできない。   

 

（任意譲渡）  

第８条 大学が職務発明等に該当しないと決定した発明等について，発明者から当該発明を大学に譲渡する

申し出があったときは，総長は，発明等審査委員会の議を経て，当該知的財産権の承継の可否を決定する。 

２ 総長は前項の決定を行ったときは，速やかに所属機関長を経由して発明者に通知するものとする。  

 

（権利化） 

第９条 大学は，前３条の規定により大学が発明等の権利を承継すると決定したときは，速やかに所定の出

願等を行うものとする。 

２  発明者は，出願等及び権利取得に関し，出願書類等の作成及び審査，審判，再審，出願後の訴訟等の対

応が必要となった場合，当該発明等に関わる大学の権利の主張に協力しなければならない。 

 

第３章 発明等審査委員会  

（発明等審査委員会の設置）  

第１０条 大学は，職務発明等に関する事項を審議するため，発明等審査委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。  

 



 

 

（委員会の職務）  

第１１条 委員会は，次の事項を審議し，その結果を総長に答申する。  

（１） 第４条第１項に規定する届出による発明等が，職務発明等に該当するかの可否の審査  

（２） 知的財産権の帰属に関する事項 

（３） 職務発明等の技術的評価及び特許等の出願要件に関する事項 

（４） 知的財産権の審査，審判，再審又は訴訟に関する事項  

（５） 知的財産権の独占実施権・専用実施権等の実施権設定、ライセンス許諾、譲渡に関する事項 

（６） 知的財産権の維持・管理・返還に関する事項 

（７） その他リエゾンオフィス長が必要と認める事項 

 

（委員会の構成）  

第１２条 委員会は，次の者をもって構成する。  

（１） 研究開発センター担当理事 

（２） 委員会の委員長が指名する者 若干名 

（３） リエゾンオフィス長  

２ 委員会の委員長は，前項第１号に規定する委員をもってあてる。  

３ 第１項第２号の委員は，学内者又は学外者から委員長の指名に基づき大学が委嘱する。  

４ 第１項第２号の委員の任期は，２年とする。ただし，再任を妨げない。 

５ 委員長に事故あるときは，あらかじめ委員長の指名する委員が，その職務を代理する。 

 

第４章 知的財産権の実施  

（出願手続及び維持費用負担）  

第１３条 大学は，第５条の規定に基づき，知的財産権を大学が承継するものと決定した場合，出願手続及

び維持費用負担先は次のとおりとする。 

 

帰属先 

職務発明等 受託研究・共同研究等（企業関連）

大学 
共同研究契約書等の定めによる 

出願手続，維持費用負担先 大学 

 

（発明者への補償） 

第１４条 大学は，次に掲げる場合には，当該発明者に対し，別途定める対価を補償するものとする。 

（１） 大学が譲渡を受けた知的財産権を出願した場合。 

（２） 大学が出願した知的財産権が登録により法令に規定された権利を得た場合。 

（３） 大学が知的財産権を譲渡，又は実施権を許諾することにより大学が適正な利益を受けた場合。 

（４） 他大学又は企業との共同発明に基づき，大学の利益持分の適正な利益を受けた場合。 

２ 教職員等は，前項による決定に異議があるときは，通知を受けた日から１ヶ月以内に文書により所属機

関長を経由して総長に対し異議の申立ができる。 

 

第５章 大学とＴＬＯ等技術移転機関 



 

 

（知的財産権の管理移転） 

第１５条 大学は，第５条及び第６条を経て決定した知的財産権の手続き（出願・登録，審査請求処理，管

理，ライセンス契約，使用料の回収等の事務処理），運用及び活用を，ＴＬＯ等技術移転機関（以下「ＴＬ

Ｏ等」という。）に委託することができる。 

２ 大学は知的財産権を，当該発明者の承諾を経て，ＴＬＯ等に移転（権利の帰属）することができる。 

 

第６章 知的財産権の運用と返還 

（知的財産権の運用） 

第１６条 大学は，知的財産権の維持，管理とともに，ＴＬＯ等を活用して知的財産権の運用及び活用を積

極的に進めなければならない。また，発明者は，これらに関して必要な情報を提供し，協力するものとす

る。 

２ 大学は，承継した知的財産権について企業等とライセンス契約を締結する場合には，当該発明者の意向

を尊重するとともに，発明者はライセンス契約に伴う技術移転のための教育・指導等に協力するものとす

る。 

 

（知的財産権の返還） 

第１７条 総長は，大学が承継した知的財産権について，委員会の議を経て，当該発明者へ返還することが

できる。この場合，総長は当該発明者に文書をもって通知し，知的財産権を当該発明者に返還するものと

する。返還された知的財産権について，大学は何らの義務及び権利を有しないものとする。 

２ 発明者は，大学に譲渡した知的財産権の運用及び活用が正当に行われていないと判断した場合等におい

て，知的財産権の返還を申し出ることができる。この場合，発明者は別途定める返還要求書を，所属機関

長を経由して総長に提出するものとする。総長は，前項の規定に基づき，返還の可否の決定及び返還を行

う。 

３ 前項により，知的財産権を返還する場合，大学は，当該発明者より特許関連費用（当該知的財産権の出

願・審査・特許料等にかかった全ての費用，及び出願日から返還日までに要した管理費及び運用費）を請

求することができる。ただし，委員会において請求不要と認定された場合はこの限りではない。 

 

第７章  雑 則  

（守秘義務）  

第１８条 大学と発明者は，当該発明等の内容及び当該知的財産権の実施許諾又は譲渡に関する情報につい

て，当該発明等にかかる出願が公開されるまでの期間は，守秘義務を負うものとする。ただし，大学と発

明者が合意の上公表する場合及び大学と発明者の責によらずして公知となった場合は除く。 

２ 大学は，ＴＬＯ等に知的財産権の運用及び活用を委託し，又は権利の移転を行う場合は，前項で規定す

る守秘義務をＴＬＯ等にも担保させなければならない。 

３ 前２項の規定は発明者が大学を退職，雇用契約期間の終了，卒業，又は退学（以下「退職等」という。）

した後も，適用されるものとする。  

 

（退職等後の取扱い）  

第１９条 教職員等が在職中に第３条各号の規定の下に得た成果を，退職等後に発明等として出願又は登録

する場合は，退職等後も本規程に従うものとする。 



 

 

２ 在職中に大学が承継した知的財産権を成した教職員等には，退職等後も第１３条から第１８条までの規

定が適用されるものとする。 

 

（事務局）  

第２０条 本規程に定める事務は，リエゾンオフィスが行う。  

 

（規程の改廃） 

第２１条 この規程の改廃は，リエゾンオフィス運営委員会の議を経て総長が決定する。 

  

付 則  

この規程は，２００８年４月１日から施行する。 

 


